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１．計画策定の背景 

 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題だけで

なく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤独、孤立等の様々な社会的要因がある 

ことが知られています。自殺に至る心理としては、様々な悩みが原因で追い詰められ自殺  

以外の選択肢が考えられない状態に陥り、社会との繋がりの減少や生きていても役に立たな

いという役割喪失感から、また、与えられた役割の大きさに対する過剰な負担感から、危機

的な状態にまで追い込まれてしまう過程と見ることができます。 

我が国の自殺者数は、国を挙げて自殺対策が総合的に推進された結果、３万人台から２万

人台に減少するなど、着実に成果を上げてきたと言えます。しかし、それでも自殺者数は  

毎年２万人を超えており、令和２年には 11年ぶりに前年を上回り、特に小中高生の自殺者数

は令和２年には過去最多、令和３年には過去２番目の水準になるなど、非常事態は続いて  

おり、決して楽観できる状況ではありません。 

釧路市では、平成 29年７月に閣議決定された国の「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込

まれることのない社会の実現を目指して～」を踏まえながら、市における自殺対策の現状と

課題を明らかにした上で、地域の状況に応じた自殺対策を総合的かつ効果的に進めるため、

平成 31年３月に「釧路市自殺対策計画」を定め、これまで具体的な施策を展開してきました。 

この度、これまでの施策の推進状況及び国が令和４年 10月に見直した「自殺総合対策大綱」

を踏まえ、「いのち支える自殺対策」という基本理念のもと、「誰も自殺に追い込まれること

のない釧路市」の実現を目指し、「第２次釧路市自殺対策計画」を策定することとしました。 

 

図１：自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料） 
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２．計画策定の趣旨 

 

本計画は、釧路市において、自殺対策の基本方針、すなわち「生きることの包括的な支援

として推進」、「関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開」、「対応の段階に応じ

たレベルごとの対策の効果的な連動」、「実践と啓発を両輪として推進」、「関係者の役割の  

明確化と関係者による連携・協働の推進」、「自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮」を踏

まえて、自殺対策を全庁的な取組として推進していくための計画となります。 

 

 

 

図２：三階層自殺対策連動モデル（いのち支える自殺対策推進センター資料） 
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３．計画の位置づけ 

 

本計画は、平成 28年に改正された自殺対策基本法に基づき、国の定める自殺総合対策大綱

の趣旨を踏まえて、同法第 13条第２項に定める「市町村自殺対策計画」として策定するもの

です。 

市の行政運営を総合的かつ計画的に進めるための「釧路市まちづくり基本構想」を上位  

計画とし、本市関連計画との整合性を図ります。 

 また、本計画は、「持続可能な開発目標（SDGｓ）」の達成に資するものです。 
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釧路市まちづくり基本構想 
＜2018～2027年度＞        上位計画 

自殺対策基本法 

自殺総合対策大綱 

第４期北海道 

自殺対策行動計画 

釧
路
市
自
殺
対
策
計
画 

【主な関連計画】 

釧路市障がい者福祉計画 
（は～とふるプラン） 

＜第４次：2018～2027 年度＞ 

釧路市高齢者保健福祉計画 

釧路市介護保険事業計画 
（いきいき健やか安心プラン） 

＜第９期：2024～2026 年度＞ 

釧路市子ども・子育て支援事業計画 
＜第２期：2020～2024 年度＞ 

釧路市地域福祉計画 
＜第３期：2018～2027 年度＞ 

健康くしろ２１ 
釧路市健康増進計画 

＜第３次：2024～2035 年度＞ 

くしろ男女平等参画プラン 
＜2018～2027年度＞ 

釧路市教育推進基本計画 
＜第３期：2023～2027 年度＞ 

釧路市社会教育推進計画 
＜2023～2027年度＞ 

等 

＜2024～ 

2028 年度＞ 

整
合
性
を
図
る 

他計画との関係 
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４．計画の期間 

 

国の自殺対策の指針である自殺総合対策大綱は、平成 19 年６月に初めて策定された後、 

平成 20 年 10 月の一部改正、平成 24 年８月の全体的な見直しを経て、平成 28 年の自殺対策

基本法改正の趣旨や我が国の自殺の実態を踏まえた見直しが行われました。それにより、平

成 29年７月には自殺総合対策の基本理念や基本方針等を整理し、当面の重点施策に「地域レ

ベルの実践的な取組への支援を強化する」、「子ども・若者の自殺対策を更に推進する」等を

新規追加した「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指し

て～」が閣議決定されました。令和４年 10月にはコロナ禍の影響で自殺の原因となる様々な

問題が悪化したことなどにより、女性は２年連続の増加、小中高生は過去最多の水準となっ

たことから、今後５年間で取り組むべき施策を位置づけた、新たな自殺総合対策大綱が閣議

決定されました。このようにこれまで自殺総合対策大綱は、おおむね５年に一度を目安に改

訂が行われています。 

釧路市の計画も、こうした国の動きや自殺実態、社会状況等の変化を踏まえる形で、おお

むね５年に一度を目安として、内容の見直しを行うこととしています。 

 

 

 

年度 令和 4 令和 5 令和 6 令和 7 令和 8 令和 9 令和 10 令和 11 

釧路市自殺対策計画 
 ● 

見直し 
 

   ● 

見直し 
 

自殺総合対策大綱 
● 

見直し 
 

   ● 

見直し 
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５．計画の数値目標 

 

自殺対策基本法において示されているように、自殺対策を通じて最終的に目指すべきは、

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現です。そうした社会の実現に向けては、

対策を進める上での具体的な数値目標等を定めるとともに、それらの取組がどのような効果

を上げているのかといった、取組の成果と合わせて検証を行っていく必要があります。 

国は、平成 29年７月に閣議決定した「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることの

ない社会の実現を目指して～」において、令和８年までに、人口 10万人当たりの自殺者数（以

下「自殺死亡率」という。）を平成 27年と比べて 30％以上減少させることを、政府の進める  

自殺対策の目標として定めています。 

そうした国の方針を踏まえつつ、釧路市の計画における当面の目指すべき目標値として、

平成 27 年の自殺死亡率 17.9（人数は 32 人）を、11 年後の令和８年を目途とし、おおむね

30％程度、すなわち自殺死亡率を 12.5（人数は約 19 人）以下へ減少させることを目指しま

す。 

 

 

【数値目標】 

 

 平成 17年 平成 27年 令和 8年 

自殺死亡率 

[人口 10万対] 

地域における自殺の基礎資料 

  29.6 17.9 12.5 

自殺者数 

地域における自殺の基礎資料 
55人 32人 19人 以下 

人  口 

185,878人 178,384人 156,671人 

平成 17 年 9月末現在 

住民基本台帳人口 

平成 26 年 12 月末現在 

住民基本台帳人口 

国立社会保障・人口問題研

究所「日本の地域別将来推

計人口」平成 30 年国勢調査

分 

※平成 17年数値は釧路根室地域保健情報年報 

※平成 27年・令和 8年数値は地域自殺実態プロファイル 

 

 

 

 

 

 

 

 

-30％ 

11 年後 
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１．全国・全道との比較、年次推移 

釧路市の状況は 10 年前の平成 25 年と比較すると、自殺者数並びに自殺死亡率は減少して

います。 

しかし、平成 29年を境に自殺者数は増加傾向にあり、特に全国的に新型コロナウイルス感

染症拡大の影響等で自殺の要因となり得る様々な問題が悪化し、女性の自殺者数が著しく増

加したとされる令和２年においては、釧路市の女性の自殺者数も前年より急増し、男女合わ

せての自殺死亡率は全国、全道をかなり上回る結果となりました。また、自殺死亡率も平成

30年から全国より高い状況で推移しており、総合的な自殺対策について一層の推進を図るこ

とが重要な状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 釧路市における自殺の特徴 
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２．自損行為による救急出動件数等 

 

平成 30年から令和４年の５年間において、自損行為による搬送者は、増加傾向にあり、女

性の割合が高い傾向にあります。 
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平成 30年から令和４年の５年間において、自損行為搬送者の重症度別平均数を年齢別でみ

ると 30 代後半が最も多く、次いで 40 代後半、80 歳以上となり、また 40 代後半、80 歳以上

の場合は重症又は死亡が多い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、性別・程度別平均搬送人員においては、中等症が最も多く、また軽症から重症は   

女性が男性より多く、死亡は女性より男性が多い状況となっています。 
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３．対策が優先されるべき対象群（地域自殺実態プロファイルより） 

 

釧路市における主な自殺の特徴は、いのち支える自殺対策推進センターによる地域自殺実

態プロファイルにおいて「勤務・経営」、「高齢者」、「生活困窮者」に関わることが要因として

多いと考えられる状況から、これらを重点施策に位置づけ、それぞれの課題や対象者に関わ

る様々な施策を結集させ、全庁一体的な取組として対策を推進していきます。 

 

*地域自殺実態プロファイルは、国が自殺総合対策大綱に基づき、地方公共団体の地域自殺対

策計画策定を支援するため、いのち支える自殺対策推進センター（元自殺総合対策推進セン

ター）において、各地域それぞれの自殺の実態を分析し、データとして地方公共団体へ提供

するもの。 

 

地域自殺実態プロファイル【2022】 

【北海道釧路市】 

（行政区コード：12068） 

 

推奨される重点施策 

重点施策 

勤務・経営対策 

高齢者対策 

生活困窮者対策 

 

■地域の自殺の特徴 

北海道釧路市の自殺者数は、2017～2021年・合計 154人(男性 109人・女性 45人) 

 

特別集計（自殺日・住居地、2017～2021年合計）、公表可能 

上位５区分 
自殺者数 
５年計 

割合 
自殺率* 

(10 万対) 

１位：男性 40～59歳有職同居 18 人  11.7 ％ 24.4  

２位：男性 40～59歳有職独居 15 人  9.7 ％ 65.9  

３位：男性 60歳以上無職独居 14 人  9.1 ％ 84.8  

４位：女性 60歳以上無職同居 12 人  7.8 ％ 11.3  

５位：男性 20～39歳有職独居 11 人  7.1 ％ 58.7  

 
 

順位は自殺者数の多さに基づき、自殺者数が同数の場合は自殺率の高い順とした。 

*自殺率の母数（人口）は総務省「令和 2年国勢調査」就業状態等基本集計を基に JSCP（いの

ち支える自殺対策推進センター）にて推計したもの。 
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１．基本方針 

令和４年 10月に閣議決定された自殺総合対策大綱を踏まえて、釧路市においては、以下の 

６つを「自殺対策の基本方針」として掲げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 生きることの包括的な支援として推進 

個人においても地域においても、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等の 

「生きることの促進要因(自殺に対する保護要因)」より、失業や多重債務、生活苦等の   

「生きることの阻害要因(自殺のリスク要因)」が上回ったときに、自殺リスクが高まると  

されています。 

そのため自殺対策は、「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの  

促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる必要がありま

す。 

自殺防止や遺族支援といった狭義の取組のみならず、地域において「生きる支援」に関連

するあらゆる取組を総動員して、まさに「生きることの包括的な支援」として推進すること

が重要です。 

この考え方は、「誰一人取り残さない」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の

目標である SDGｓの理念と合致するものであることから、自殺対策は SDGｓの達成に向けた政

策としての意義も持ち合わせるものです。 

 

② 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開  

自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにして自殺を防ぐためには、

精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。また、

このような包括的な取組を実施するためには、様々な分野の施策、支援する人々や組織等が

密接に連携する必要があります。 

自殺の要因となり得る孤独・孤立、生活困窮、児童虐待、性暴力被害、ひきこもり、性的 

マイノリティ等、関連の分野においても同様の連携した取組が展開されています。連携の効

果を更に高めるため、そうした様々な分野の生きる支援にあたる人々が、それぞれ自殺対策

の一翼を担っているという意識を共有することが重要です。 

とりわけ、属性を問わない相談支援、参加支援及び地域づくりに向けた支援を一体的に  

行う重層的な支援体制の整備など地域共生社会の実現に向けた取組、生活困窮者自立支援制

度などとの連携を推進することや、精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性を高めて誰

もが適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにすること、その他にも孤独・孤立

対策や子どもの福祉政策との連携を図る取組が重要です。 

第３章 いのち支える自殺対策の取組 

基本方針① 生きることの包括的な支援として推進 

② 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開 

③ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

④ 実践と啓発を両輪として推進 

⑤ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 

⑥ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 
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③ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

自殺対策は、社会全体の自殺リスクを低下させながら、「対人支援のレベル」、「地域連携の

レベル」、「社会制度のレベル」、それぞれのレベルにおいて強力に、かつそれらを総合的に推

進することが重要です。 

これは、市民の暮らしの場を原点としつつ、「様々な分野の対人支援を強化すること」と、

「対人支援の強化等に必要な地域連携を促進すること」、更に「地域連携の促進等に必要な 

社会制度を整備すること」を一体的なものとして連動して行っていくという考え方（三階層

自殺対策連動モデル）です。また、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」

と、現に起こりつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、それに自殺や自殺未遂が生

じてしまった場合等における「事後対応」のそれぞれの段階において施策を講じる必要があ

ります。 

加えて、「自殺の事前対応の更に前段階での取組」として、学校において、児童生徒等を  

対象とした、いわゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進することも重要とされていま

す。 

 

④ 実践と啓発を両輪として推進 

自殺に追い込まれるという危機は、「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥った人の

心情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を深めることも含め

て、危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、地域全体の

共通認識となるように、積極的に普及啓発を行うことが重要です。 

全ての市民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気づき、精神

科医等の専門家に繋ぎ、その指導を受けながら見守っていけるよう、メンタルヘルスへの理

解促進も含め、広報活動、教育活動等に取り組んでいくことが必要です。 

また、自殺に対する誤った認識や偏見によって、遺族等が悩みや苦しさを打ち明けづらい

状況がつくられるだけでなく、支援者等による遺族等への支援の妨げにもなっていることか

ら、自殺に対する偏見を払拭し正しい理解を促進する啓発活動に取り組んでいくことが必要

です。 

 

⑤ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 

自殺対策を通じて「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するためには、釧路

市だけでなく、国や他の市町村、関係団体、民間団体、企業、そして市民一人ひとりと連携・

協働し、市を挙げて自殺対策を総合的に推進することが必要です。そのため、それぞれの  

主体が果たすべき役割を明確にするとともに、その情報を共有した上で、相互の連携・協働

の仕組みを構築することが重要となります。 

自殺対策の目指す「誰も自殺に追い込まれることのない釧路市」の実現に向けては、釧路

市で暮らす市民一人ひとりが一丸となって、それぞれができる取組を進めていく必要があり

ます。 

 

⑥ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 

自殺対策に関わる者は、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活

の平穏に充分配慮し、不当に侵害することのないよう、このことを認識して自殺対策に取り

組む必要があります。 
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２．施策の体系 

 

釧路市の自殺対策は、国が定める「地域自殺対策政策パッケージ」においてすべての市町

村が共通して取り組むべきとされている「6つの基本施策」と、釧路市における自殺の現状を

踏まえてまとめた「4つの重点施策」で構成されています。 

「6つの基本施策」は、「地域におけるネットワークの強化」や「自殺対策を支える人材の

育成」等、地域で自殺対策を推進する上で欠かすことのできない基盤的な取組です。また、

時系列的な対応としては、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」、現に起こ

りつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、それに自殺や自殺未遂が生じてしまった

場合等における「事後対応」のそれぞれの段階における施策が必要です。 

加えて、「自殺の事前対応の更に前段階での取組」として、学校において、児童生徒等を  

対象とした、いわゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進することや、自殺や自殺未遂

が生じてしまった場合等における「事後対応」としての「自殺未遂者等や自死遺族への支援

の充実」も重要な取組です。 

「4つの重点施策」は、釧路市における自殺のリスク要因となっている勤務問題や生活問題

等への対策と、自殺のハイリスク層である高齢者及び女性に焦点を絞った取組です。行政の

縦割りを越えて、それぞれの対象に関わる様々な施策を結集させることで、一体的かつ包括

的な施策群となっています。 

このような施策体系のもと、釧路市の自殺対策を推進していきます。 
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施策 項目 ページ 

基
本 

１ 地域における 

ネットワークの強化 
①地域におけるネットワークの強化 １４ 

２ 自殺対策を支える 

人材の育成 

①さまざまな職種を対象とする研修 

１５ 

②一般市民を対象とする研修 

③学校教育・社会教育に関わる人への研修 

④関係者間の連携調整を担う人材の育成 

⑤寄り添いながら伴走型支援を担う人材の育成 

３ 市民への啓発と周知 

①リーフレット・啓発グッズ等の作成と活用 

１７ ②市民向け講演会・イベント等の開催 

③メディアを活用した啓発 

４ 自殺未遂者等への 

支援の充実 

①居場所づくり活動 

１９ ②自殺未遂者等への支援 

③自殺リスクを抱える可能性のある人への支援 

 ５ 自死遺族等への 

支援の充実 

①遺された人への支援 
２２ 

②学校・職場等での事後対応の促進 

６ 児童生徒のＳＯＳの 

出し方に関する教育 

①ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 

２３ ②ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するための

連携の強化 

重
点 

 １ 勤務・経営対策 

①職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

２６ 

②過労自殺を含む過労死等の防止について 

③長時間労働の是正 

④ハラスメント防止対策 

⑤経営者に対する相談事業の実施等 

２ 高齢者対策 

①包括的な支援のための連携の推進 

２７ 
②地域における要介護者に対する支援 

③高齢者の健康不安に対する支援 

④社会参加の強化と孤独・孤立の予防 

３ 生活困窮者対策 

①相談支援・人材育成の推進 

３２ ②居場所づくりや生活支援の充実 

③自殺対策と生活困窮者自立支援制度との連動 

 ４ 女性対策 

①妊産婦への支援の充実 

３５ ②コロナ禍で顕在化した課題を踏まえた女性支援 

③困難な課題を抱える女性への支援 

基本理念：誰も自殺に追い込まれることのない釧路市の実現 

基本方針① 生きることの包括的な支援として推進 
② 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開 
③ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 
④ 実践と啓発を両輪として推進 
⑤ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 
⑥ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 
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３．６つの基本施策 

 

（１）基本施策１：地域におけるネットワークの強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地域におけるネットワークの強化 

 

【主な事業】 

・釧路市自殺対策推進本部会議      （健康推進課） 

  自殺対策を全庁的な取組として、総合的かつ効果的に推進します。 

 

・釧路市自殺対策推進検討会議      （健康推進課） 

   庁内の関係部署から組織し、各課における自殺対策関連事業の進捗状況の把握や、その 

情報を共有しながら、組織横断的に自殺対策を推進します。また、各課で関わる関係機関

の情報を通じ、地域の人材・資源の把握や、地域と連携・協働した取組を推進します。 

 

・釧路地域うつ・自殺予防対策ネットワーク会議との連携  （健康推進課） 

自殺対策に関係する各機関の役割や活動について情報交換を行い、自殺に関する地域の 

実態や課題を把握します。 

 

地域と行政が一丸となって、施策を進めるための主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

 

 

 

 

①地域に

おけるネ

ットワー

クの強化 

 

 

 

釧路市地域安心ネットワーク事業 

生活支援の必要な住民が地域から孤立す

ることのないように見守り、異変に気づいた

際には支援先に繋ぐ。 

社会援護課 

見守り事業者 

避難行動要支援者避難支援事業 

災害時のみならず、日頃から地域が要支援

者を見守り、異変を早期発見し、必要な支

援先に繋ぐ。 

社会援護課 

協力町内会 

育児支援家庭訪問事業 

乳児家庭全戸訪問事業 

子育て連携事業 

訪問による養育支援・産後支援や、乳児家

庭への全戸訪問、地域見守り活動におい

て、家族状況や保護者の抱える問題・悩み

等を察知し、必要な支援へ繋ぐ。 

こども支援課 

計画に基づき各種施策を推進するため、庁内の連携体制を強化するとともに、関係機関

等との情報共有や一層の連携強化に努めます。また、地域団体等との協力のもと、地域ぐ

るみで自殺防止の取組を進めます。 

施策の方向性 
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（２）基本施策２：自殺対策を支える人材の育成 

 

 

 

 

 

 

 

① さまざまな職種を対象とする研修 

【主な事業】 

・市職員及び関係者対象ゲートキーパー養成研修     （健康推進課） 

全庁的に、自殺に関する問題解決への対応力の向上を図るとともに、自殺対策に関係

する機関との連携を強化するため、市職員及び関係者に対しゲートキーパー養成研修の

実施に努めます。 

 

② 一般市民を対象とする研修 

【主な事業】 

・市民対象ゲートキーパー養成研修       （健康推進課） 

地域において、ゲートキーパー養成研修を実施する等、身近な地域で支え手となる  

人材の育成に努めます。 

 

 

③ 学校教育・社会教育に関わる人への研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地域に

おけるネ

ットワー

クの強化 

地域包括支援センター機能強化

事業 

地域包括支援センターに配置された生活支

援コーディネーターが、通いの場の紹介や

活動支援・生活支援の整備・関係機関との

コーディネート等により、閉じこもりがちな高

齢者や介護予防の取組が必要な高齢者を

サービス等へ繋げ、各関係機関の連携を強

化する。 

介護高齢課 

地域包括支援センター 

障害者施策推進協議会運営 

障がい者に関する施策の推進について、必

要な事項や関係行政機関相互の連絡調整

を要する事項を調査審議する。 

障がい福祉課 

町内会活動 

町内会役員等を対象に実施するコミュニテ

ィ活動に関する研修会において、自殺対策

への住民意識の醸成と事業の周知を図る。 

市民生活課 

連合町内会 

コミュニティセンター等の運営 

コア大空、コア鳥取、コアかがやき、各地区

会館・地区集会所等の管理運営を通じ、住

民の文化交流・世代間交流を推進する。 

市民生活課 

阿寒町行政センター市民課 

音別町行政センター市民課 

青少年補導活動 

補導巡視活動及びファミリーサポート事業の

実施を通じ、児童生徒の健全育成と非行防

止を図る。 

教育支援課 

行政関係者をはじめ、様々な分野の関係者に自殺対策の視点を持って取組を進めてもら

うため、研修会等を強化します。 

施策の方向性 
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【主な事業】 

・学校教育関係者を対象とした研修事業     （教育支援課） 

自殺の様々な要因の一つに考えられるいじめに関して、いじめ防止等のための対策に

関する教職員の資質向上を図ります。 

 

④ 関係者間の連携調整を担う人材の育成 

【主な事業】 

・各種相談業務遂行に係る研修     （健康推進課） 

自殺対策に関わる各種相談担当者の資質向上を図ります。 

 

⑤ 寄り添いながら伴走型支援を担う人材の育成 

【主な事業】 

・寄り添い型相談支援事業（よりそいホットライン）との連携   （健康推進課） 

北海道セーフティネット協議会と連携し、地域の人材育成や関係者研修等を推進しま

す。 

 

地域と行政が一丸となって、施策を進めるための主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

②一般市

民を対象

とする研

修 

女性教育活動推進 

すべての人が生きやすい社会である男女平

等参画社会を目指し、教育・人材育成を行

う。 

市民協働推進課 

町内会活動 

町内会役員等を対象に実施するコミュニテ

ィ活動に関する研修会において、自殺対策

への住民意識の醸成と事業の周知を図る。 

市民生活課 

連合町内会 

社会福祉協議会及び 

社会福祉団体等の運営 

各種ボランティア団体等への補助を通じて、

地域における「気づく」「繋げる」「支える」意

識の醸成を図る。 

社会援護課 

社会福祉協議会 

ボランティア連絡協議会等 

③学校教

育・社会

教育に関

わる人へ

の研修 

指導主事による指導 

教職員への研修事業 

自殺要因の一つとして考えられるいじめに

関して、いじめの防止等の対策に関する教

職員の資質能力向上を図る。 

教育支援課 

特別支援教育推進 

学校・家庭生活等において様々な課題を抱

える特別支援教育の児童生徒へ、個々の状

況に応じた支援を図り、課題を軽減する。 

教育支援課 

社会教育主事の研修 
社会教育事業を通して住民と繋がりを持ち、

気づき役や繋ぎ役、情報周知役を担う。 
生涯学習課 

④関係者

間の連携

調整を担

う人材の

育成 

保健師・栄養士業務遂行に関わ

る研修 

保健師・栄養士の連携強化と、相談早見表

の作成更新により、市民の健康課題解決に

向けた取組を推進するとともに、相談業務の

資質向上を図る。 

健康推進課 

児童虐待対策 

児童虐待対策研修会へ参加し、自殺リスク

の高まりやすい養育に不安を抱える家庭の

支援等、対応職員の資質向上を図る。 

こども支援課 
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⑤寄り添

いながら

伴走型支

援を担う

人材の育

成 

民生委員活動 

民生委員児童委員との連携強化を図り、地

域における身近な相談者としての資質向上

に努める。 

社会援護課 

民生委員児童委員協議会 

住民運動推進 

ふれあい相談センターへの補助金を交付す

ることで、総合的な相談窓口の役割を果た

すことに繋ぐ。 

市民生活課 

寄り添い型相談支援事業（よりそ

いホットライン） 

24 時間 365 日相談受付、相談者支援を実

施する。 
北海道セーフティネット協議会 

 

（３）基本施策３：市民への啓発と周知 

 

 

 

 

 

 

 

① リーフレット・啓発グッズ等の作成と活用    

【主な事業】 

・ポスター掲示     （健康推進課） 

自殺予防週間や健康まつり等において、自殺対策に関する情報提供の充実を図ります。 

 ・普及啓発カード等の配布     （健康推進課 他） 

うつ等へ対応する内容を記載した自殺防止のリーフレット等により普及啓発に努めま 

す。 

 

② 市民向け講演会・イベント等の開催 

【主な事業】 

・地域、家庭、職場における健康づくりの推進     （健康推進課） 

市職員が会場に出向き、こころの健康や自殺防止に係る出前講座の開催に努めます。 

 

③ メディアを活用した啓発 

【主な事業】 

・ＦＭくしろ等のメディアと連携した啓発活動に努めます。     （健康推進課） 

・釧路市ホームページや SNSを通じた啓発      （健康推進課） 

自殺に関する取組や、対応に関しての情報提供の充実を図ります。 

 

 

行政としての市民との様々な接点を活かして相談機関等に関する情報の提供や、自殺や

自殺関連事象に関する正しい知識を普及啓発し、地域で支え手となる市民を増やします。 

施策の方向性 



- 18 - 

 

地域と行政が一丸となって、施策を進めるための主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

①リーフ

レット・

啓発グッ

ズ等の作

成と活用 

障がい者差別解消推進事業 
障害者差別解消法及び障がい者の理解を

促進する広報活動を活用する。 
障がい福祉課 

広報誌発行 

広報くしろ、各町行政センター通信に、各種

の支援施策や相談窓口を掲載することによ

り、悩みを持つ方への啓発支援を行う。 

市民協働推進課 

阿寒町行政センター地域振興課 

音別町行政センター地域振興課 

健康推進課 

家庭福祉推進事業 子育て支援ガイドブックの活用を検討する。 こども支援課 

児童虐待対策 
児童虐待防止パンフレットの活用を検討す

る。 
こども支援課 

②市民向

け 講 演

会・イベ

ント等の

開催 

成人健康教育 
町内会や企業、地域団体への健康教育を

活用する。 
健康推進課 

男女平等参画推進 

釧路市男女平等参画推進条例に基づく事

業(男女平等参画審議会の開催・意識醸成

のための啓発・相談対応や啓発事業)を活

用する。 

市民協働推進課 

男女平等参画センター 

釧路市女性団体連絡協議会 

児童虐待防止・女性保護 

ＤＶ防止講演会、児童虐待防止講演会、デ

ートＤＶ防止啓発、女性のための講座を活

用する。 

こども支援課 

国際ソロプチミストＳＩ釧路 

障がい者地域支援研修啓発事業 釧路市ふれあい広場の活用を検討する。 障がい福祉課 

児童発達支援センター 
保護者支援に関する事業の活用を検討す

る。 
児童発達支援センター 

観光振興イベント推進 

阿寒ふるさとまつり、音別北のビーナス蕗ま

つり、北のビーナスＢＢＱまつり等のイベント

を実施し、生きがいが持てるための支援を

行う。 

観光振興室 

阿寒町行政センター地域振興課 

音別町行政センター地域振興課 

くしろ健康まつり事業 健康まつりにおける啓発活動を検討する。 
健康推進課 

健康くしろサポータークラブ 

③メディ

アを活用

した啓発 

広報誌発行 

広報くしろ、各町行政センター通信に、各種

の支援施策や相談窓口を掲載することによ

り、悩みを持つ方への啓発支援を行う。 

市民協働推進課 

阿寒町行政センター地域振興課 

音別町行政センター地域振興課 

健康推進課 
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（４）基本施策４：自殺未遂者等への支援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

① 居場所づくり活動   

【主な事業】 

・孤立を防ぐための居場所づくりの取組に関する情報の発信     （健康推進課） 

健康づくり、趣味、教養、食事会等を通じての交流の場について、情報提供の充実を 

図ります。 

 

② 自殺未遂者等への支援 

【主な事業】 

・自殺予防チーム活動     （市立釧路総合病院） 

救急搬送された自殺企図者やご家族への支援として、自殺念慮に対する相談、かかわ

り方の相談・研修を実施します。 

 

③ 自殺リスクを抱える可能性のある人への支援  

【主な事業】 

・地域における相談体制との連携及び相談窓口情報の発信     （健康推進課） 

地域における様々な相談活動や見守り活動を通じて、自殺リスクを抱える可能性の 

ある人への早期対応を実施します。また、必要な場合に適切な機関に繋ぐ等の対応が  

速やかに行われるように、相談窓口情報を発信します。 

 

地域と行政が一丸となって、施策を進めるための主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

 

 

 

 

 

①居場所

づくり活

動 

 

 

 

 

 

男女平等参画センター運営事業 

男女平等参画の推進に関する活動拠点を

設置し、多様な利用を進め、居場所づくり活

動を実施する。 

市民協働推進課 

就労支援強化事業 
障がい者の雇用を促進し、社会参加及び経

済的安定を図る。 
障がい福祉課 

福祉の店運営 

福祉の店「ぴゅあめいどまーけっと」の運営

費の補助を通じ、障がい者雇用の促進・授

産製品の販路拡大により社会参加及び経

済的安定を図る。 

障がい福祉課 

社会参加促進事業 

各種スポーツ大会の開催やレクリエーション

活動等に対する支援を通じ、障がい者・児

の社会参加を図る。 

障がい福祉課 

国際ソロプチミスト釧路アミティ 

釧路みなとライオンズクラブ 

釧路身体障害者福祉協会 

再度の自殺を図る可能性の高い自殺未遂者への自殺対策を講じる上で、原因の究明や把

握について他機関での情報共有を一層強化し、また居場所づくりなど生きることへの促進

要因に繋がる取組を強化します。 

施策の方向性 
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①居場所

づ く り 

活動 

身体障害者福祉センター運営事

業 

身体障害者福祉センターの管理・運営を通

じ、障がい者及びボランティア団体の活動の

機会を確保し、社会参加を図る。 

障がい福祉課 

障害者教養文化体育施設運営事

業 

障害者教養文化体育施設の管理・運営を

通じ、障がい者及びボランティア団体の活

動の機会を確保し、社会参加を図る。 

障がい福祉課 

地域活動支援センター事業 

創作活動や生産活動の機会を提供する地

域活動支援センター事業を通じ、障がい

者・児の活動の機会を確保し、社会参加を

図る。 

障がい福祉課 

地域子育て支援拠点事業 

子育て支援センターに専任の職員を配置

し、乳幼児を抱える保護者同士の交流や情

報交換、子育て等に係る相談の場を設置す

る。 

こども育成課 

児童館・放課後児童クラブ運営事

業 

児童館・放課後児童クラブの運営及び維持

管理を通じ、子どもの居場所づくり活動を行

う。また、児童・保護者の諸問題に対応する

中で、必要な場合には支援に繋ぐ。 

こども育成課 

学校開放事業 

地域住民等の余暇スポーツの場の提供を

目的とし、小中学校の屋体と照明設備のあ

るグラウンドを開放する。 

スポーツ課 

図書館・図書室の運営 

図書館の管理運営を通じ、市民が必要とす

る学びの支援を行う中で仲間づくり、居場所

づくり活動を実施する。 

生涯学習課 

阿寒生涯学習課 

生涯学習文化施設の運営 

生涯学習センター、交流プラザさいわい、阿

寒町公民館の管理運営を通じ、住民の文化

交流・世代間交流を推進する。 

生涯学習課 

阿寒生涯学習課 

コミュニティセンター等の運営 

コア大空、コア鳥取、コアかがやき、各地区

会館・地区集会所等の管理運営を通じ、住

民の文化交流・世代間交流を推進する。 

市民生活課 

阿寒町行政センター市民課 

音別町行政センター市民課 

阿寒湖まりむ館の運営 場の提供により住民交流を推進する。 阿寒湖温泉支所 

スポーツ関連施設の運営 

湿原の風アリーナ、鶴ケ岱武道館、鳥取温

水プール、柳町アイスホッケー場等の運営

を通じ、住民の各種スポーツ活動への参加

を促進する。 

スポーツ課 

阿寒生涯学習課 

音別生涯学習課 

福祉バス運行 
福祉バスの運行（委託）を通じ、住民の福祉

の増進及び社会参加を図る。 
音別町行政センター保健福祉課 

音別町社会福祉会館運営事業 
社会福祉会館の設置（委託）を通じ、住民の

生活文化向上及び社会参加を図る。 
音別町行政センター保健福祉課 

音別町直別生活館運営事業 
直別生活館の運営管理により、直別地域住

民の交流の場の充実及び社会参加を図る。 
音別町行政センター保健福祉課 

地域福祉推進 
市民バスの借り上げ等を通じ、福祉団体等

の活動を支援する。 
阿寒町行政センター保健福祉課 

生活館運営事業 

阿寒町緑町生活館の管理運営を通じ、福祉

の向上や人権啓発の住民の交流の場の充

実及び社会参加を図る。 

阿寒町行政センター保健福祉課 

子育て世代包括支援センター事

業 

妊産婦や子育て中の方々の孤立を防ぐた

め、妊娠・出産・子育てに関する相談場所を

提供する。 

健康推進課 

②自殺未

遂者等へ

の支援 

自殺未遂者の実態把握と対応の

検討 

釧路地域うつ・自殺予防対策ネットワーク会

議との連携を図り、自殺未遂者の実態把握

と支援の在り方について検討し、対応の充

実を図る。 

健康推進課 



- 21 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③自殺リ

スクを抱

える可能

性のある

人への支

援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄り添い型相談支援事業 

（よりそいホットライン） 

24 時間 365 日相談受付、相談者支援を実

施する。 
北海道セーフティネット協議会 

お酒の悩み相談 
アルコール依存症の悩みの相談に対応し、

相談者に必要な支援に繋ぐ。 

健康推進課 

釧路断酒会 

成人健康相談 

成人訪問指導 

健康全般、心の健康づくり等の相談に対応

し、相談者に必要な支援に繋ぐ。 
健康推進課 

雇用労働相談所 

中小企業における労働者及び使用者の労

働問題一般に関する相談に応じる。労働者

の権利及び福祉の増進並びに近代的な労

使関係の確立を図る。 

商業労政課 

被害者相談 

犯罪被害にあわれた方や、そのご家族・遺

族の様々な相談に対応し、必要な支援に繋

ぐ。 

市民生活課 

釧路被害者相談室 

性暴力被害者支援 
性暴力被害にあわれた方の相談に対応し

必要な支援に繋ぐ。 

市民生活課 

性暴力被害者支援センタ

ー北海道(SACRACH) 

ふれあい相談 
家庭生活全般に係る相談に対応し必要な

支援に繋ぐ。 

市民生活課 

社会福祉協議会 

指定難病等患者通院助成 

手当の支給に際し、当事者や家族と接する

機会を活用し、問題の早期発見・早期対応

を図る。 

阿寒町行政センター保健福祉課 

音別町行政センター保健福祉課 

障害児通所給付 

発達に支援が必要な児への療育を提供し、

家族の相談に対応することにより、不安や負

担感の軽減を図るとともに必要な支援に繋

ぐ。 

障がい福祉課 

音別町行政センター保健福祉課 

障がい児早期療育指導事業 

発達に支援が必要な児への療育を提供し、

家族の相談に対応することにより、不安や負

担感の軽減を図るとともに必要な支援に繋

ぐ。 

児童発達支援センター 

家族介護者交流事業 

高齢者を介護している家族の方を対象に交

流会を開催し、介護から一時的に解放され

ることにより心身のリフレッシュを図る。 

介護高齢課 

身体・知的障害者相談員設置 
障がい者相談員により、様々な諸問題の相

談に対応し、必要な支援に繋ぐ。 
障がい福祉課 

成年後見センター事業 
成年後見制度に係る様々な諸問題の相談

に対応し、必要な支援を実施する。 

障がい福祉課 

権利擁護成年後見センター 

障害福祉サービス 

障がい者・児の日常生活の向上のために必

要なサービスの申請等手続きを通じ、問題

の早期発見・早期対応を図る。 

障がい福祉課 

基幹相談支援センター事業 
地域の障がい者・児の相談支援の拠点とし

て、総合的かつ専門的な相談対応を行う。 

障がい福祉課 

障がい者基幹相談支援センター 

虐待防止センター事業 

障がい者・児への虐待に関する相談窓口と

して、虐待の早期発見及び相談対応を行

う。 

障がい福祉課 

障がい者虐待防止センター 

自立支援医療 

身体の機能障がいを軽減又は改善する医

療を給付するための申請手続きを通じ、問

題の早期発見・早期対応を図る。 

障がい福祉課 

相談支援事業 

相談事業所による様々な諸問題の相談に

対応し、専門的支援を実施する。障がい者

自立支援協議会を開催し、地域福祉関係

者の連携を図る。 

障がい福祉課 

コミュニケーション支援事業 

手話通訳者等の派遣相談等を通じ、当事者

や家族と接する機会を活用し、問題の早期

発見・早期対応を図る。 

障がい福祉課 
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③自殺リ

スクを抱

える可能

性のある

人への支

援 

 

 

ファミリー・サポート・センター事業 
子どもの預かりと養育の相談を通じ、保護者

の悩みを把握し、必要な支援に繋ぐ。 
こども育成課 

発達支援センター事業 

心やからだの発達に心配のある児童とその

保護者に対し、専門的な相談・援助活動を

行い、不安や負担感の軽減を図る。 

児童発達支援センター 

児童発達支援センター 
児童発達支援に係る様々な事業を通じ、総

合的かつ専門的な相談対応を行う。 
児童発達支援センター 

思春期ライフデザイン事業 

生き方教育としての性教育を通じ、予期しな

い妊娠を防ぎ、多様な性の理解を促し、社

会からの孤立を防ぐことに繋ぐ。 

健康推進課 

市民協働推進課 

 

（５）基本施策５：自死遺族等への支援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

① 遺された人への支援 

 

【主な事業】 

・自死遺族への生活支援及び相談対応の充実     （健康推進課） 

あらゆる機会を通じ、自死遺族との関わりにおいて、状況の把握に努め、必要時は適

切に相談支援に繋ぎます。 

 

② 学校・職場等での事後対応の促進 

 

【主な事業】 

・学生相談     （釧路公立大学） 

保健室及び学生課の相談窓口や心理カウンセラー（臨床心理士）によるカウンセリン

グ等による相談対応を行います。 

 

地域と行政が一丸となって、施策を進めるための主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

①遺され

た人への

支援 

 

災害遺児手当 

災害遺児卒業祝金支給 

災害遺児手当新規申請等の来窓時に必要

な場合には支援に繋ぐ。 
こども支援課 

遺族等に寄り添った適切な対応等について知識の普及を促進するとともに、遺族等が

必要な支援を受けることができるよう、適切な情報の周知に取り組みます。 

施策の方向性 
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①遺され

た人への

支援 自殺予防チーム活動 

救急搬送された自殺企図者やご家族への

支援として、自殺念慮に対する相談、かか

わり方の相談・研修を実施する。 

市立釧路総合病院 

②学校・

職場等で

の事後対

応の促進 

母子健康相談 

母子健康診査 

妊娠、出産、育児や母子の健康全般に係る

相談に対応し、相談者に必要な支援に繋

ぐ。 

健康推進課 

成人健康相談 

成人訪問指導 

健康全般、心の健康づくり等の相談に対応

し、相談者に必要な支援に繋ぐ。 
健康推進課 

 

（６）基本施策６：児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育（及び子ども・若者対策） 

 

 

 

 

 

 

 

① ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 

 

【主な事業】 

・児童生徒向けのＳＯＳの出し方教育     （教育支援課） 

文部科学省による教職員の研修に資する教材の作成・配布、教職員の資質向上のため

の研修等、国及び道の動向等を踏まえて取組を進めます。 

 

② ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するための連携の強化 

 

【主な事業】      

 ・児童生徒向けのＳＯＳの出し方教育及びこころの健康づくりの連携  （教育支援課） 

児童生徒向けのＳＯＳの出し方教育と、こころの健康づくりに繋がる取組との連携に

努めます。 

 

基本施策６と関連し、「子ども・若者対策」に関わる主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

①ＳＯＳ

の出し方

に関する

教育の実

施 

こころの劇場鑑賞事業 

舞台で演出される「友情」や「いのちの大切

さ」等を感じ、いじめ等の問題行動を減らし

生きる力を育む教育に繋ぐ。 

教育支援課 

児童・生徒の健康管理 
児童生徒の健康管理を通じ、個々の状況に

応じた課題の解決に向けた支援に繋ぐ。 

教育支援課 

釧路市ＰＴＡ連合会 

児童生徒が、社会において直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの対処方法を

身に付けるための教育（ＳＯＳの出し方に関する教育）を進めます。 

施策の方向性 
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①ＳＯＳ

の出し方

に関する

教育の実

施 

 

 

 

 

小・中学校就学事務 

転校等の就学手続きに際し、児童生徒や家

族と接する機会を活用し、個々の状況に応

じた課題の解決に向けた支援に繋ぐ。 

教育支援課 

奨学金貸付事業 

奨学金貸付の申請・納付相談を通じ、奨学

生や家族と接する機会を活用し、個々の状

況に応じた課題の解決に向けた支援に繋

ぐ。 

教育支援課 

就学奨励事業 

就学奨励事業申請相談等を通じ、児童生

徒や家族と接する機会を活用し、個々の状

況に応じた課題の解決に向けた支援に繋

ぐ。 

教育支援課 

特認校放課後活動事業 

地域に児童館等の放課後預かり機能を持

つ施設が存在しない山花小中学校の児童

生徒のうち、保護者が労働等により昼間家

庭にいないものについて、学校・家庭・地域

等との連携による運営のもと、発達段階に応

じた主体的な学習や遊び及び生活が可能と

なるような支援を行う。 

教育支援課 

音別町ふれあい図書館運営事業 

ふれあい図書館の管理運営を通じ、住民に

対し、自殺対策を地域全体で取り組むため

に、情報発信施設として普及啓発を推進す

る。 

音別生涯学習課 

いじめを

苦にした

子どもの

自殺予防 

生徒指導充実推進 

「いじめカットライン」による相談窓口の充実

及びいじめや非行防止に対する啓発を通

じ、いじめの防止・早期発見・対処のための

対策の推進を図る。 

教育支援課 

青少年健全育成推進 

子ども達を取り巻く様々な問題や悩みにつ

いて、児童生徒と一般市民が討論を行うこと

で、いじめ根絶に向けた社会全体の意識醸

成を図る。 

教育支援課 

釧路市ＰＴＡ連合会 

こころの劇場鑑賞事業 

舞台で演出される「友情」や「いのちの大切

さ」等を感じ、いじめ等の問題行動を減らし

生きる力を育む教育に繋ぐ。 

教育支援課 

 

 

 

 

 

 

 

若者の抱

えやすい

課題に着

目した学

生・生徒

等への支

援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

サポート委員会・ピアサポートラン

チルーム 

高校生活全般の相談室の役割を持つサポ

ート委員会の開催や、自由参加の昼食場所

を提供し、居場所づくり活動を実施する。 

北陽高等学校 

思春期ライフデザイン事業 

生き方教育としての性教育を通じ、予期しな

い妊娠を防ぎ、多様な性の理解を促し、社

会からの孤立を防ぐことに繋ぐ。 

健康推進課 

市民協働推進課 

小・中学校就学事務 

転校等の就学手続きに際し、児童生徒や家

族と接する機会を活用し、個々の状況に応

じた課題の解決に向けた支援に繋ぐ。 

教育支援課 

学校適応対策推進 

不登校児童生徒を対象とした「釧路市教育

支援センター（まなびや）」の運営を通じ、学

校生活や家庭生活の様々な課題に対応し、

その軽減を図る。 

教育支援課 

生徒指導推進協議会 

様々な課題を抱える児童生徒に対し、生徒

指導を広域的・総合的に推進し、児童生徒

の健全育成と非行防止を図る。 

教育支援課 

スクールソーシャルワーカー活用

事業 

様々な教育的課題の解決に向け、スクール

ソーシャルワーカーの支援により、課題の軽

減を図る。 

教育支援課 
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若者の抱

えやすい

課題に着

目した学

生・生徒

等への支

援の充実 

特別支援学級 

小学校・中学校における特別支援学級の運

営を通じ、個々の状況に応じた課題の解決

に向けた支援を実施する。 

教育支援課 

家庭教育支援事業 

様々な教育的課題を抱える家庭に対して、

訪問型アウトリーチを通じ、個々の状況に応

じた課題の解決に向けた支援を実施する。 

教育支援課 

学生相談 

保健室及び学生課の相談窓口や心理カウ

ンセラー（臨床心理士）によるカウンセリング

等による相談対応を行う。 

釧路公立大学 

障がい学生等への支援 

申出を受けた障がいや疾病を抱えた学生に

対し、学修環境等を整える合理的配慮・支

援を行う。また、障がいや疾病等を理解する

研修会を開催し、教職員の資質向上を図

る。 

釧路公立大学 

ハラスメント防止対策 
ハラスメントを理解する研修会を開催し、教

職員の資質向上を図る。 
釧路公立大学 

経済的困

難を抱え

る子ども

等への支

援の充実 

奨学金貸付事業 

奨学金貸付の申請・納付相談を通じ、奨学

生や家族と接する機会を活用し、個々の状

況に応じた課題の解決に向けた支援に繋

ぐ。 

教育支援課 

就学奨励事業 

就学奨励事業申請相談等を通じ、児童生

徒や家族と接する機会を活用し、個々の状

況に応じた課題の解決に向けた支援に繋

ぐ。 

教育支援課 

諸納金徴収に関する事務 

ＰＴＡ会費、クラブ後援会費等諸納金に係る

相談を通じ、児童生徒や家族と接する機会

を活用し、家庭状況等の情報を把握し、問

題の早期発見・早期対応を図る。 

北陽高等学校 

出産・子育て応援給付金 

妊婦や子育て家庭が安心して出産・子育て

ができるよう、給付金の支給による経済的支

援を行う。 

健康推進課 

若者自身

が身近な

相談者に

なるため

の取組 

不登校対策事業 

不登校児童生徒を対象とした宿泊体験学習

の実施を通じ、協調性・社会性・自律性・忍

耐性を育み、自己肯定感の獲得を図る。 

教育支援課 

社会全体

で若者自

殺リスク

を低減さ

せるため

の取組 

特認校放課後活動事業 

地域に児童館等の放課後預かり機能を持

つ施設が存在しない山花小中学校の児童

生徒のうち、保護者が労働等により昼間家

庭にいないものについて、学校・家庭・地域

等との連携による運営のもと、発達段階に応

じた主体的な学習や遊び及び生活が可能と

なるような支援を行う。 

教育支援課 

体育スポーツ団体育成指導 

スポーツ協会・スポーツ少年団・中学校体育

連盟等のスポーツ団体の運営を通じ、心身

の健康増進、ストレス解消、スポーツを通じ

た地域での居場所づくりを推進する。 

スポーツ課 

阿寒生涯学習課 

音別生涯学習課 

コミュニティ・スクール活用推進事

業 

地域とともにある学校づくりを推進するため、

コミュニティ・スクールを導入・充実し、より多

くの子どもの悩みや相談への対応を実施す

る。 

教育支援課 

放課後子どもプラン事業 
放課後等に子どもが安心して活動できる場

の確保を図る。 
教育支援課 

青少年健全育成推進 
関係機関・団体との連携により、青少年の健

全育成に向けた対策を講じる。 
教育支援課 
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 ４．４つの重点施策 

 

（１）重点施策１：勤務・経営対策 

 

 

 

 

 

 

 

① 職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

 

【主な事業】 

・関係者対象ゲートキーパー養成研修     （健康推進課）    

自殺に関する問題解決への対応力の向上を図り、企業における自殺対策の理解を進め

るため、関係者に対しゲートキーパー養成研修の実施に努めます。 

 

② 過労自殺を含む過労死等の防止について 

 

【主な事業】 

・過労死等防止啓発月間における普及啓発活動の推進     （健康推進課） 

関係各課及び企業関係者と連携し、11月の過労死等防止啓発月間における普及啓発を

推進します。 

 

③ 長時間労働の是正 

 

【主な事業】 

 ・長時間労働の是正における普及啓発活動の推進     （商業労政課） 

   厚生労働省「働き方・休み方改善ポータルサイト」や、同じく「多様な人材活用で輝く

企業応援サイト」等の普及啓発を推進します。 

 

④ ハラスメント防止対策 

 

【主な事業】 

・職場におけるハラスメント対策の推進     （商業労政課） 

  職域におけるハラスメント対策の実施状況を地域の経済団体や関係部局と共有し、社

会全般のハラスメント防止への意識、関心の涵養を図り、職場におけるハラスメント対

策を推進します。 

勤務問題による自殺リスクの低減に向けた相談体制を強化すると同時に、労働者の心の

健康の保持及び生命身体の安全の確保を図る取組を推進します。 

施策の方向性 
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⑤ 経営者に対する相談事業の実施等 

 

【主な事業】 

・ビジネスサポートセンター事業     （商業労政課） 

事業者の持つ「強み」を生かした具体的な提案と継続的な支援を行います。 

 

地域と行政が一丸となって、施策を進めるための主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

①職場に

おけるメ

ンタルヘ

ルス対策

の推進 

教職員の健康管理 

教職員に対する健康診断・メンタルヘルス

チェックの機会を活用し、必要な場合は専

門機関へ繋ぐ支援を行う。 

教育支援課 

中小企業勤労者福祉共済事業 
中小企業労働者への福利厚生による支援

を行う。 
商業労政課 

④ハラス

メント防

止対策 

ハラスメント防止対策 
ハラスメントを理解する研修会を開催し、教

職員の資質向上を図る。 
釧路公立大学 

市職員のハラスメント防止 

職員個々の意識を向上させるため、ハラスメ

ント防止に関して研修等の様々な機会を通

じた取組を行う。 

職員課 

⑤経営者

に対する

相談事業

の実施等 

中小企業金融対策 
融資のあっせんにより、中小企業者等の金

融円滑化を図る。 
商業労政課 

経営サポート事業 
経営に関する相談、企業経営の改善を支援

する。 
釧路商工会議所 

 

（２）重点施策２：高齢者対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 包括的な支援のための連携の推進 

 

【主な事業】 

・地域包括支援センター運営協議会、地域ケア会議の開催     （介護高齢課） 

地域の高齢者が抱える問題等の情報を把握し、ケア会議で共有することにより、自殺

対策も念頭におきながら、高齢者向けの施策を展開します。 

 

高齢者支援に関する情報を、高齢者本人や支援者に対して積極的に発信し、高齢者を 

支える家族や介護者等への支援を推進します。また、高齢者一人ひとりが生きがいと役割

を実感することのできる地域づくりを通じて、高齢者の「生きることの包括的な支援」を

推進していきます。 

施策の方向性 
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② 地域における要介護者に対する支援 

 

【主な事業】 

 ・各種介護サービスの推進     （介護高齢課） 

各種介護サービスを通じて、安心して生活を送り続けることができる環境の提供に 

努めるとともに、適切な支援に繋げます。 

 

③ 高齢者の健康不安に対する支援 

 

【主な事業】 

 ・介護予防把握事業     （介護高齢課） 

各地域包括支援センターの訪問調査員が、高齢者宅を訪問し、心身状況や緊急連絡先

等の聴き取りを行うとともに、医療機関・薬局等の関係機関との連携により、支援の必

要な高齢者を把握し適切なサービスに繋げます。 

 

④ 社会参加の強化と孤独・孤立の予防 

 

【主な事業】 

・高齢者が生きがいと役割を実感できる地域づくりの推進     （介護高齢課） 

地域における交流の場や、介護予防等の健康支援の場を通じて、高齢者が地域と繋が

る機会の充実に努めます。 

 

地域と行政が一丸となって、施策を進めるための主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

①包括的

な支援の

ための連

携の推進 

策定市民委員会 

釧路市高齢者保健福祉計画及び介護保険

事業計画に関し、委員からの意見・要望等

を求め、高齢者福祉施策の充実と向上を図

る。 

介護高齢課 

包括的支援事業 
地域包括支援センターを設置し、運営す

る。 
介護高齢課 

認知症施策推進事業 

認知症の高齢者や、その家族を支える各種

施策の充実を図る。また、認知症の早期診

断、対応のための体制整備として認知症初

期集中支援チームを立ち上げ、認知症の方

への初期対応体制を構築する。 

介護高齢課 

医療と介護の連携推進事業 

医療と介護の情報共有ツールを活用して、

切れ目のない支援体制を構築するとともに、

医療・介護関係の多職種を対象に、地域の

医療介護関係者の連携促進等を目的とした

研修会を開催する。 

介護高齢課 

介護予防支援事業 

地域包括支援センターにおいて「要支援１・

２」の方に対するケアプランの作成やサービ

ス調整を行う（一部を居宅介護支援事業所

へ委託可）。 

介護高齢課 

地域包括支援センター 
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②地域に

おける要

介護者に

対する支

援 

老人福祉施設整備協力 
居宅での生活が困難な場合に、安心して生

活することができる環境を確保する。 
介護高齢課 

短期入所等措置 

生活指導事業 

居宅での生活が困難な場合に一時的に介

護施設へ短期入所させ、福祉の向上を図

る。 

介護高齢課 

高齢者等緊急通報システム設置

事業 

火災・急病等の緊急時に、簡単な操作で消

防本部に通報することができる機器を設置

し、速やかな救護・救援体制をつくる。 

介護高齢課 

寝たきり高齢者等移送サービス事

業 

普通車両での外出が困難な方を対象に、移

送用車両により居宅と医療機関の間の送迎

を行う。 

介護高齢課 

軽度生活援助事業 日常生活上の軽易な援助を行う。 介護高齢課 

地域密着型サービス等指定業務 

地域密着型サービス事業所、居宅介護支

援事業所、介護予防・日常生活支援総合事

業の各事業者の指定事務及び指導監督を

行い、介護サービスの質の向上及び高齢者

福祉の増進を図る。 

介護高齢課 

介護サービス等給付 

要介護認定を受けた被保険者に提供される

サービスの費用について、その７割から９割

を介護保険から給付し、介護サービスの利

用を支援する。 

介護高齢課 

高額介護サービス等 

ひと月の高額な介護保険サービス利用料の

うち、利用者負担額が上限を超える場合

に、超過した額を利用者の申請に基づき支

給し経済的な負担軽減を図る。 

介護高齢課 

特定入所者介護サービス等 
施設サービス等利用時の食費・居住費の負

担軽減を図る。 
介護高齢課 

高額医療合算介護サービス等 

医療費と介護サービス費（自己負担分）に

係る自己負担額がある世帯で、1 年間の自

己負担額の合計額が上限を超える場合に、

超過額を支給し経済的負担を軽減する。 

介護高齢課 

介護給付等費用適正化事業 

介護支援専門員の作成するケアプランが適

切であるか検証を行い、健全な給付の実施

を図る。 

介護高齢課 

家族介護教室 

適切な介護知識・技術の習得や、外部サー

ビスの適切な利用方法を習得するための教

室を開催する。 

介護高齢課 

認知症高齢者家族やすらぎ支援

事業 

認知症高齢者の見守りや話し相手のために

ボランティアが訪問し、介護している家族の

介護負担の軽減を図る。 

介護高齢課 

行方不明高齢者等早期発見シス

テム事業 

認知症により行方不明になる可能性のある

高齢者等を介護している家族を対象にＧＰＳ

機器の購入経費（加入料金等の一部）を助

成し、事故防止など安全の確保を図る。 

介護高齢課 
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②地域に

おける要

介護者に

対する支

援 

認知症高齢者地域サポート事業 

認知症の正しい知識・理解の普及を図るとと

もに、認知症高齢者や家族が地域で安心し

て暮らし続けられるよう、認知症サポーター

を養成する。 

介護高齢課 

家族介護用品支給事業 

介護に必要なおむつやその他の用品を購

入できる利用券の支給を行い、家族の経済

的・精神的負担の軽減を図る。 

介護高齢課 

福祉用具住宅改修支援事業 

居宅介護支援等を受けていない要介護者

に対し、住宅改修を適切にできるように支援

することで、安全・安心な暮らしに繋ぐ。 

介護高齢課 

成年後見制度利用支援事業 
認知症により判断能力が十分でない人が成

年後見制度等を利用できるよう支援する。 
介護高齢課 

訪問介護事業 
直営による訪問介護サービス事業を行い、

本人や家族の負担軽減を図る。 
音別町行政センター保健福祉課 

通所介護事業 

委託による地域密着型通所介護サービス事

業等を行い、本人や家族の負担軽減を図

る。 

阿寒町行政センター保健福祉課 

音別町行政センター保健福祉課 

介護保険サービス事業者確保対

策 

遠距離等で民間の参入が難しい阿寒湖温

泉地区における介護保険サービス事業所

へ補助し、以てサービスの安定した提供を

行うことにより、要介護者及び家族の介護負

担の軽減を図る。 

阿寒町行政センター保健福祉課 

③高齢者

の健康不

安に対す

る支援 

一般介護予防事業 

市民介護予防普及講座、脳の健康度テス

ト、介護予防把握事業、わかがえりレッスン

ＤＶＤ無料配布を通じて、高齢者の健康増

進、運動機能・口腔機能等の維持向上、認

知症の予防を図る。 

介護高齢課 

社会福祉協議会 

生活支援・介護予防サービス基盤

整備推進事業 

元気な高齢者を対象とした介護予防継続教

室の運営を行うことにより、参加者の体力や

認知機能の維持向上を支援するとともに交

流の場の充実を図る。 

介護高齢課 

社会福祉協議会 

食の自立支援事業 

健康で自立した生活が送ることができるよ

う、配食サービスを食の自立の観点から、十

分なアセスメントを行った上で提供し、高齢

者の健康保持とその増進を図る。 

介護高齢課 

高齢者住宅安心確保事業 

公営住宅に整備されている高齢者世話付

住宅（シルバーハウジング）に生活援助員を

派遣し、生活指導や安否確認等を行い、生

活面・健康面での安心を確保する。 

介護高齢課 

生活支援ハウス運営事業 

独立して生活することに不安のある高齢者

に対して、安心して生活を送れるよう住居を

提供する。 

介護高齢課 

④社会参

加の強化

と孤独・

孤立の予

防 

単身高齢者声かけ運動 

閉じこもりがちな独居高齢者の自宅を定期

訪問し、安否確認及び孤独感の軽減を図

る。 

介護高齢課 
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④社会参

加の強化

と孤独・

孤立の予

防 

老人クラブ活動推進 

老人クラブ活動に対して様々な支援を行うこ

とで、社会参加を通じた高齢者の生きがい

づくりや、健康づくりの促進を図る。 

介護高齢課 

老人クラブ連合会 

阿寒町行政センター保健福祉課 

高齢者事業団等運営 

高齢者等に就労の機会を提供する高齢者

事業団（生きがいセンター）への運営費補助

を行い、高齢者の収入の安定を図る。 

阿寒町行政センター保健福祉課 

老人クラブ連合会運営 

老人クラブ連合会への補助を通じて、高齢

者の心身の健康と社会参加、生涯学習の意

欲を助長し、高齢者相互の交流を図る。 

介護高齢課 

音別町行政センター保健福祉課 

老人クラブ連合会 

高齢者外出促進バス事業 

バス利用に対する助成を通じて、高齢者の

積極的な社会参加を促すとともに、健康の

維持や増進を図り、生きがいのある生活を

支援する。 

介護高齢課 

老人福祉センター等運営事業 

望洋ふれあい交流センター・白樺

ふれあい交流センター運営事業 

老人クラブ活動等の場を提供することによ

り、高齢者の自主的な活動を支援し、社会

参加を通じた高齢者の生きがいづくりや、健

康づくりの促進を図る。 

介護高齢課 

高齢者生きがい交流プラザ運営

事業 

老人クラブ活動等の場を提供することによ

り、高齢者の自主的な活動を支援し、社会

参加を通じた高齢者の生きがいづくりや、健

康づくりの促進を図る。 

介護高齢課 

老人クラブ連合会 

シルバー人材センター運営 
高年齢者の就労を通じた社会参加・生きが

いの充実を図る。 

商業労政課 

シルバー人材センター 

訪問型・通所型サービスＢ事業 

家に閉じこもりがちな高齢者が、生きがいづ

くりや健康保持のため、定期的に通いの場

へ参加することで、社会的孤立を防ぎ、本

人や家族が抱えている問題の早期発見や、

対応に繋げる。 

介護高齢課 

一般介護予防事業 

各地域包括支援センターの訪問調査員が

高齢者宅を訪問し、心身状況や緊急連絡

先等の聞き取りを行うとともに、医療機関・薬

局等の関係機関との連携により、支援の必

要な高齢者を把握し適切なサービスを提供

することで、社会的孤立を防ぎ、家族が抱え

ている問題の早期発見や、対応に繋げる。 

介護高齢課 

高齢者支援ボランティア人材育成

事業 

ボランティア活動を希望する市民へ必要な

知識や技術を学ぶ機会を提供するととも

に、ボランティア受け入れ団体の情報提供

を行う。（釧路市公認介護予防サポーター

及び釧路市公認ご近所ボランティアの養成

と活動支援） 

介護高齢課 

生活支援・介護予防サービス基盤

整備推進事業 

元気な高齢者を対象とした介護予防継続教

室の運営を行うことにより、参加者の体力や

認知機能の維持向上を支援するとともに交

流の場の充実を図る。 

介護高齢課 

社会福祉協議会 

ふれあい福祉交流推進事業 

地域での交流の場の充実を図ることで、社

会的孤立を防ぎ、本人や家族が抱えている

問題の早期発見や、対応への接点に繋ぐ。 

社会福祉協議会 

社会援護課 
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④社会参

加の強化

と孤独・

孤立の予

防 

 

いきいきフェスタ開催 

「健康」を世代間共通のテーマとして、高齢

者と多世代が互いに手を携え、尊重し合

い、スポーツや文化活動、健康・福祉・奉仕

活動等多様なイベントを実施することで生き

がいづくりや、健康増進を図る。 

介護高齢課 

敬老事業 

地域（実行委員会）が主体となり敬老会を実

施することで、生きがいづくりや、孤立防止

を図る。 

阿寒町行政センター保健福祉課 

音別町行政センター保健福祉課 

老人憩の家運営事業 

地域住民、高齢者相互の交流を図るために

設置された老人憩いの家（旭町寿の家）の

維持管理を行うことで、生きがいづくりや、孤

立防止を図る。 

阿寒町行政センター保健福祉課 

音別町行政センター保健福祉課 

ふれあい収集 

ごみの排出が困難な高齢者や障がい者世

帯を対象に、戸別訪問によるごみ収集にお

ける声掛けや、安否確認を行う。 

環境事業課 

長寿祝品贈呈 

満 100 歳の高齢者に対し、長寿を祝して祝

品を贈呈することで、永年社会に貢献してき

た労に感謝する。 

介護高齢課 

介護人材確保事業 

介護職員への資格取得時の経費を補助し、

介護人材の離職防止及び資質向上を支援

する。また、介護助手（ケアサポーター）を雇

用した際の経費を補助することで、専門的

業務（身体介助等）を担う介護職員の負担

軽減を図るとともに地域人材の介護職場へ

の参入を促進する。 

介護高齢課 

 

 

（３）重点施策３：生活困窮者対策（及び無職者・失業者対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 相談支援・人材育成の推進 

 

【主な事業】 

・包括的相談支援庁内連携会議     （社会援護課） 

社会援護課が庁内関係各課や関係機関を招集し、生活困窮などの複合化・複雑化した 

課題を抱える個人や世帯に対する適切な支援に向け協議し、必要な支援に繋ぎます。 

また、各々が所管する支援体制の情報を共有し、地域の人材・資源の把握や、地域と 

連携・協働した取組を推進します。 

 

生活困窮に陥っているにも関わらず必要な支援を得られていない等、自殺のリスクに 

なりかねない問題を抱えている人を支援に繋ぐ取組の強化と、他分野の関係機関による

「生きることの包括的な支援」のための基盤整備を推進します。 

施策の方向性 
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② 居場所づくりや生活支援の充実 

 

【主な事業】 

・自立支援プログラム推進事業     （社会援護課） 

一般就労に向けたインターンシップ事業や目的意識を持った求職活動等を実施し、ま

た、地域のＮＰＯ等各事業者と協力し、中間的就労や有償・無償のボランティア活動を

行い、受給者の自尊感情の回復や居場所づくりに取り組みます。 

 

③ 自殺対策と生活困窮者自立支援制度との連動 

 

【主な事業】 

・一時生活支援事業     （社会援護課） 

住居のない生活困窮者に対して一定期間、宿泊場所の供与や衣食の提供等を実施しま

す。 

 

地域と行政が一丸となって、施策を進めるための主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

①相談支

援・人材

育成の推

進 

水道料金徴収業務 

収納に係る相談を受ける中で、生活困窮等

が滞納の要因と考えられる場合は、必要な

支援に繋ぐ。また給水停止に至る背景を把

握し、必要な支援に繋ぐ。 

上下水道部総務課 

経済的な問題の相談 
生活困窮者自立支援法に基づく相談者支

援を行う。 

社会援護課 

生活相談支援センターくらしごと 

若者の就労支援 
働くことに悩みを抱えている 15～39 歳の若

者への様々な就労支援を行う。 

商業労政課 

くしろ若者サポートステーション 

ひとり親家庭への支援 

ひとり親家庭となる世帯への相談対応や制

度・支援への助言、また、自立に向けた就

労促進を図るための経済的支援等を行う。 

こども支援課 

民生委員活動 
地域で困難を抱えている人の身近な相談先

となり、必要な支援に繋ぐ。 

社会援護課 

民生委員児童委員協議会 

市税等の納付相談 

市税・各種保険料(国保・介護・後期高齢)・

保育料等の納付相談を通じて、必要な支援

に繋ぐ。 

納税課 

消費生活相談 
消費生活相談をきっかけに、必要な支援に

繋げ、包括的な問題解決を図る。 
市民生活課 

包括的な相談支援システム構築 

生活困窮者自立促進支援事業 

生活困窮に陥っている方の状況の聞き取り

を行い、必要な支援に繋ぐ。 

社会援護課 

生活相談支援センターくらしごと 

生活保護 

生活困窮者に対して、必要な生活費の給付

を行い、最低限度の生活を保障するとともに

自立を促す。 

社会援護課 

生活習慣病予防推進事業 
健診結果説明を通じて、状況の聞き取りを

行い、必要時支援に繋ぐ。 
健康推進課 
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精神保健福祉支援プログラム 精神疾患者等の日常生活自立支援を行う。 社会援護課 

②居場所

づくりや

生活支援

の充実 

中国残留邦人等生活支援給付 中国残留邦人等の自立支援を行う。 社会援護課 

養護老人ホームへの入所支援 

環境上の理由及び経済的理由により、居宅

での生活が困難な高齢者に対し、安心して

生活することができる場を提供する。 

介護高齢課 

福祉給付金支給 

年金未受給である外国人高齢者及び障が

い者の方々に対し、安定かつ自立した生活

の支援を行う。 

介護高齢課 

福祉金庫資金貸付事業 
緊急かつ一時的に世帯の生計維持が困難

となった状況を把握し支援に繋ぐ。 
社会援護課 

アイヌ住宅新築資金等貸付事業 

アイヌ福祉増進のため土地住宅購入の際に

必要な資金の貸付の相談を通じて、必要時

支援に繋ぐ。 

社会援護課 

女性保護 
自殺のリスクとなり得るＤＶ被害者を支援す

る。 
こども支援課 

浮浪者・ホームレスに関する業務 
浮浪者・ホームレスの保護、面接を通じて、

必要な支援に繋ぐ。 
社会援護課 

③自殺対

策と生活

困窮者自

立支援制

度との連

動 

市営住宅の入居者等支援 

家賃の減免申請や納付相談をきっかけに、

深刻な生活問題を発見した場合には、必要

な支援に繋がるよう、関係機関の情報を提

供する。 

住宅課 

 

 

重点施策３と関連し、「無職者・失業者対策」に関わる主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

失業者等

に対する

相談窓口

の充実 

保険料の減免 

災害や失業等により保険料の納付が困難な

場合、減免等の相談に応じ、必要時支援に

繋ぐ。 

国民健康保険課 

医療年金課 

介護高齢課 

医療費の減免 

災害や失業等により自己負担分の医療費

の納付が困難な場合、減免等の相談に応

じ、必要時支援に繋ぐ。 

国民健康保険課 

医療年金課 

職業的自

立へ向け

た若者へ

の支援の

充実 

介護人材確保事業 

介護職員への資格取得時の経費を補助し、

介護人材の離職防止及び資質向上を支援

する。 

介護高齢課 

農業担い手確保対策事業 
新規就農対策、農業担い手及び後継者対

策等を行う。 
農林課 

酪農ヘルパー利用推進事業 
酪農ヘルパー利用組合に対する運営を補

助し失業対策の充実を図る。 
農林課 

無職者・

失業者の

居場所づ

くり等の

推進 

季節労働者冬期間就労事業 季節労働者の冬期就労を支援する。 商業労政課 

女性求職者就労促進事業 女性の就労を支援する。 商業労政課 

地域通年雇用促進支援事業 
季節労働者の通年雇用化を促進するため

の資格取得支援等を行う。 
商業労政課 

観光振興イベント推進事業 

阿寒湖温泉冬季スポーツ大会実行委員会

に対する運営を補助し失業対策の充実を図

る。 

阿寒観光振興課 
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（４）重点施策４：女性対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 妊産婦への支援の充実 

 

【主な事業】 

・産後ケア事業      （健康推進課） 

母親の休養・睡眠の確保、母親の身体的・心理的ケア、沐浴や授乳等の育児指導及び相

談を行う場を提供します。 

 

② コロナ禍で顕在化した課題を踏まえた女性支援 

 

【主な事業】 

・地域子育て支援拠点事業     （こども育成課） 

   子育て支援センターに専任の職員を配置し、乳幼児を抱える保護者同士の交流や情報

交換、子育て等に係る相談の場を設置します。 

 

③ 困難な課題を抱える女性への支援 

 

【主な事業】      

 ・女性対象相談     （市民協働推進課・男女平等参画センター） 

女性を対象とした相談全般に対応し、相談者に必要な支援に繋ぎます。 

 

 ・女性保護     （こども支援課） 

   自殺のリスクとなり得るＤＶ被害者を支援します。 

 

地域と行政が一丸となって、施策を進めるための主な取組 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

①妊産婦

への支援

の充実 

母子健康手帳交付 
母子健康手帳交付時にリーフレット等を配

布する。 
健康推進課 

母子健康相談 

母子健康診査 

妊娠、出産、育児や母子の健康全般に係る

相談に対応し、相談者に必要な支援に繋

ぐ。 

健康推進課 

ファミリー・サポート・センター事業 
子どもの預かりと養育の相談を通じ、保護者

の悩みを把握し、必要な支援に繋ぐ。 
こども育成課 

女性特有の課題として予期せぬ妊娠などにより身体的・精神的な悩みや不安を抱えた若

年妊婦等が、相談支援等を受けられるよう関係機関の連携を強化します。また、困難な問

題を抱える女性へ必要な支援が十分行き渡るように取組を推進します。 

施策の方向性 
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出産・子育て応援給付金 

妊婦や子育て家庭が安心して出産・子育て

ができるよう、給付金の支給による経済的支

援を行う。 

健康推進課 

②コロナ

禍で顕在

化した課

題を踏ま

えた女性

支援 

育児支援家庭訪問事業 

乳児家庭全戸訪問事業 

子育て連携事業 

訪問による養育支援・産後支援や、乳児家

庭への全戸訪問、地域見守り活動におい

て、家族状況や保護者の抱える問題・悩み

等を察知し、必要な支援へ繋ぐ。 

こども支援課 

児童発達支援センター 
保護者支援に関する事業の活用を検討す

る。 
児童発達支援センター 

母子健康教育 
子育て教室等を通じ、保護者の交流の機会

を確保し健康づくりの情報提供を実施する。 
健康推進課 

児童館・放課後児童クラブ運営事

業 

児童館・放課後児童クラブの運営及び維持

管理を通じ、子どもの居場所づくり活動を行

う。また、児童・保護者の諸問題に対応する

中で、必要な場合には支援に繋ぐ。 

こども育成課 

障がい児早期療育指導事業 

発達に支援が必要な児への療育を提供し、

家族の相談に対応することにより、不安や負

担感の軽減を図るとともに必要な支援に繋

ぐ。 

児童発達支援センター 

ファミリー・サポート・センター事業 
子どもの預かりと養育の相談を通じ、保護者

の悩みを把握し、必要な支援に繋ぐ。 
こども育成課 

発達支援センター事業 

心やからだの発達に心配のある児童とその

保護者に対し、専門的な相談・援助活動を

行い、不安や負担感の軽減を図る。 

児童発達支援センター 

児童発達支援センター 
児童発達支援に係る様々な事業を通じ、総

合的かつ専門的な相談対応を行う。 
児童発達支援センター 

子育て世代包括支援センター事

業 

妊産婦や子育て中の方々の孤立を防ぐた

め、妊娠・出産・子育てに関する相談場所を

提供する。 

健康推進課 

③困難な

課題を抱

える女性

への支援 

家庭児童相談 

様々な悩みを抱える女性の相談対応や支

援サービスを勧め、必要な場合に支援に繋

ぐ。 

こども支援課 

地域子育て支援拠点事業 

子育て支援センターに専任の職員を配置

し、乳幼児を抱える保護者同士の交流や情

報交換、子育て等に係る相談の場を設置す

る。 

こども育成課 

母子健康相談 

母子健康診査 

妊娠、出産、育児や母子の健康全般に係る

相談に対応し、相談者に必要な支援に繋

ぐ。 

健康推進課 

ファミリー・サポート・センター事業 
子どもの預かりと養育の相談を通じ、保護者

の悩みを把握し、必要な支援に繋ぐ。 
こども育成課 
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５．その他の関連施策 

 

震災等被災地対策 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

大規模災

害被災者

に対する

支援対策

の推進 

被災者支援に係る業務 

り災証明書の発行、被災により困難に陥

った方の話を聴くことにより、困難な状

況を把握し、支援に繋ぐ。 

社会援護課 

 

自殺手段対策 
項目 関連事業・取組 内容 担当課・関係機関 

過量服薬

等の防止

の取組 

薬物乱用防止講座 
外部講師を招き、薬物乱用防止講座を行

う。 
北陽高等学校 

重複受診者等訪問指導事業 

重複受診者等訪問指導において、睡眠薬

等の過量服薬による自殺リスクの軽減を図

る。 

国民健康保険課 

 

  



- 38 - 

 

６．いろいろな悩みの相談先 
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１．庁内の自殺対策の推進体制 

 

自殺予防や対策について、庁内の関係課等で情報共有を図りながら共通の認識を持ち、各

事業に取り組むとともに、連携しながらこの計画の推進を図っていきます。 

（１）釧路市自殺対策推進本部会議 

副市長が長を務め、自殺対策に関連の深い関係部の長で構成しています。 

自殺対策を推進させるため、庁内の横断的な体制を整えます。 

 

 〇自殺対策推進本部会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）釧路市自殺対策推進検討会議 

自殺対策推進本部会議の下に位置付けられ、自殺対策計画の策定と計画に基づく自殺予防

対策に関する施策の調整等を図ります。 

 

〇自殺対策推進検討会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 自殺対策の推進体制 
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釧路市自殺対策推進本部会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 自殺対策基本法第１３条第２項の規定により策定する釧路市の自殺対策計画に

関し協議し、全庁的にその推進を図るため、釧路市自殺対策推進本部会議（以下「本部

会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 本部会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

（１） 自殺対策計画の策定に関すること。 

（２） 自殺対策の推進に関すること。 

（３） その他必要とする事項。 

 

（組織） 

第３条 本部会議は、次に掲げる職にある者をもって組織する。 

（１） こども保健部を所管する副市長 

（２） 別表１に掲げる部長職 

２ 前項に規定する者のほか、本部会議に副市長が必要と認めた関係者を参画させること

ができる。 

 

（本部会議の総括等） 

第４条 副市長は、会議を総括し、本会議を主宰する。 

 

（推進検討会議） 

第５条 本部会議に第２条に掲げる所掌事項に係る総合的な調整を図るため、自殺対策推

進検討会議（以下「検討会議」という。）を置くことができる。 

２ 検討会議は本部会議の指定事項及び会議に係る必要事項を協議する。 

３ 検討会議は、委員長、副委員長、委員をもって組織する。 

４ 委員長はこども保健部長、副委員長は健康推進課長をもって充てる。 

５ 委員は、健康推進課長及び各部の長が指名する者をもって充てる。 

６ 前項に規定する者のほか、検討会議に委員長が必要と認めた関係者を参画させること

ができる。 

 

（意見聴取及び資料提出） 

第６条 本部会議及び検討会議は、具体的調整を進めるに当たって必要があると認めると

きは、関係各課から意見を聴取し、又は資料の提出を求めることができる。 

 

（庶務） 

第７条 本部会議の庶務は、こども保健部健康推進課健康づくり担当が処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、本部会議の組織運営に関し必要な事項は、副市長

が定める。 
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附 則 

 

（施行月日） 

この要綱は、平成３０年７月１０日から施行する。 

この要綱は、令和５年７月１８日から施行する。 

 

別表１ 

区 分 職       名 

委 員 総務部長 

デジタル行政担当部長 

総合政策部長 

男女平等参画推進参事 

自治体戦略担当部長 

財政部長 

公有資産マネジメント推進参事 

市民環境部長 

福祉部長 

こども保健部長 

産業振興部長 

観光振興担当部長 

水産港湾空港部長 

住宅都市部長 

都市整備部長 

都心部まちづくり担当部長 

阿寒町行政センター長 

音別町行政センター長 

議会事務局長 

上下水道部長 

市立釧路総合病院事務部長 

消防長 

学校教育部長 

生涯学習部長 

 

 

 



- 42 - 

 

２．関係機関・団体との連携 

 

自殺対策を推進するため、関係機関や関係団体等との連携を図り、地域における自殺対策

を総合的かつ効果的に推進します。 

 

（１）釧路地域うつ・自殺予防対策ネットワーク会議 

 

・目的 

自殺予防対策に関係する各機関の役割や活動等について情報交換を行い、自殺に

関する地域の実態や課題を共有する。また、各関係機関の相互の連係と協力によ

り、釧路地域全体における効果的な自殺予防対策の推進を図る。 

 

・主催 

北海道釧路総合振興局保健環境部行政室（釧路保健所）健康推進課 

 

・参集範囲 

釧路保健所管内の行政、医療、消防、警察、労働、教育、人権に関する各機関 

及び関係団体等で構成（内容により構成員を検討）する。 

 

・内容及びプログラム 

    ①自殺予防対策に係る情報交換、実態把握に関すること 

    ②自殺予防対策に係る連携や、各機関における対策の推進に関すること 

    ③自殺予防対策に必要な相談、研修等の充実、普及に関すること 

    ④その他、自殺予防対策の推進に必要な事項 
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１．自殺対策基本法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 参 考 ＞ 

自殺対策基本法（平成十八年法律第八十五号） 

目次 

第一章 総則（第一条―第十一条） 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等（第十二条―第十四条） 

第三章 基本的施策（第十五条―第二十二条） 

第四章 自殺総合対策会議等（第二十三条―第二十五条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移してい

る状況にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、これに対処し

ていくことが重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、基本理念を定め、及

び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本となる事項を定め

ること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて自殺者の親

族等の支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会

の実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人

として尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮らすことが

できるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進する

ための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨として、実施されなければな

らない。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背景

に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければならな

い。 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏まえ、

単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしなければな

らない。 

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自

殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されなけれ

ばならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図ら

れ、総合的に実施されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、自殺対

策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地域

の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言その他

の援助を行うものとする。 
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（事業主の責務） 

第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇

用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国民の責務） 

第五条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解と関

心を深めるよう努めるものとする。 

（国民の理解の増進） 

第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関する国民の

理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。 

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間） 

第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、自殺対

策の総合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。 

２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六日までとし、自殺対策強化月間は三月とする。 

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するものとし、

それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展開する

ものとし、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事業その他それに

ふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

（関係者の連携協力） 

第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二

十六号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。第十七

条第一項及び第三項において同じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団体その他の関係

者は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため、相互に連携を図りながら協力するもの

とする。 

（名誉及び生活の平穏への配慮） 

第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等

の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないよう

にしなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他

の措置を講じなければならない。 

（年次報告） 

第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策に関する

報告書を提出しなければならない。 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等 

（自殺総合対策大綱） 

第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自殺対

策の大綱（次条及び第二十三条第二項第一号において「自殺総合対策大綱」という。）を定

めなければならない。 

（都道府県自殺対策計画等） 

第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県の区

域内における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺対策計画」

という。）を定めるものとする。 
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２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、

当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村自殺対策計

画」という。）を定めるものとする。 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地域の状

況に応じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等を実施する都道

府県又は市町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てるため、推進される自殺対

策の内容その他の事項を勘案して、厚生労働省令で定めるところにより、予算の範囲内で、

交付金を交付することができる。 

第三章 基本的施策 

（調査研究等の推進及び体制の整備） 

第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するため、自

殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺対策の

在り方、自殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調査研究及び検証並

びにその成果の活用を推進するとともに、自殺対策について、先進的な取組に関する情報

その他の情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体制の整

備を行うものとする。 

（人材の確保等） 

第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図りなが

ら、自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるものとする。 

（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保持に係

る教育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に対する国民の心

の健康の保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ずるに当

たっては、大学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければならない。 

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者との連携

を図りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえのない個人として

共に尊重し合いながら生きていくことについての意識の涵かん養等に資する教育又は啓

発、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける等のた

めの教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、生徒等の心の健康の保持に係る教育又

は啓発を行うよう努めるものとする。 

（医療提供体制の整備） 

第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自殺の

おそれがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有する者

が精神保健に関して学識経験を有する医師（以下この条において「精神科医」という。）の

診療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切な精神医療が提供される体制の整備、身体の

傷害又は疾病についての診療の初期の段階における当該診療を行う医師と精神科医との

適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、精神科医とそ

の地域において自殺対策に係る活動を行うその他の心理、保健福祉等に関する専門家、民

間の団体等の関係者との円滑な連携の確保等必要な施策を講ずるものとする。 
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（自殺発生回避のための体制の整備等） 

第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談その

他の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を

講ずるものとする。 

（自殺未遂者等の支援） 

第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自殺未

遂者等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

（自殺者の親族等の支援） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等

に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援を行うために必

要な施策を講ずるものとする。 

（民間団体の活動の支援） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等の支

援等に関する活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるもの

とする。 

第四章 自殺総合対策会議等 

（設置及び所掌事務） 

第二十三条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」という。）

を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自殺対

策の実施を推進すること。 

（会議の組織等） 

第二十四条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大臣の申出により、内閣総

理大臣が指定する者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

（必要な組織の整備） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な組織

の整備を図るものとする。 
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２．自殺総合対策大綱（概要） 
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３．策定経過 

 

開催日 会議等 主な議題 

令和 5 年 

7 月 18 日 

第１回 

釧路市自殺対策推進本部会議 

・第２次釧路市自殺対策計画の概要について 

・策定体制について 

・策定スケジュールについて 

令和 5 年 

8 月 4 日 

第１回 

釧路市自殺対策推進検討会議 

・第２次釧路市自殺対策計画の概要について 

・策定体制及び策定スケジュールについて 

・策定に係る作業内容について 

令和 5 年 

10 月 18 日 

第２回 

釧路市自殺対策推進検討会議 

・計画見直しのポイントについて 

・各課関連事業調査の結果について 

令和 5 年 

11 月 6 日 

第２回 

釧路市自殺対策推進本部会議 

・第２次計画素案（案）の概要について 

令和 5 年 

11 月 15 日 

釧路市自殺対策計画市民会議 対象 

・福祉、保健、教育、商業、人権等に関わる地域関係

者 

内容 

・計画見直しのポイントについて 

・計画に関連する釧路市及び各団体連携について 

・釧路市の自殺の状況を踏まえたゲートキーパー研 

 修 

講師：（一社）北海道セーフティネット協議会 

事務局長 髙橋 信也氏 

令和 5 年 

12 月中旬 

～ 

令和 6 年 

1 月中旬 

パブリックコメント  
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４．自殺対策計画市民会議参集団体 

 

（順不同・敬称略） 

 団    体    名 

１ 釧路市社会福祉協議会 

２ 地域生活支援センター・ハート釧路 

３ 釧路家庭生活カウンセラークラブ 

４ 釧路断酒会 

５ 北海道セーフティネット協議会 

６ 釧路市生活相談支援センターくらしごと 

７ くしろ若者サポートステーション 

８ 健康くしろサポータークラブ 

９ 釧路市連合町内会 

10 釧路地区保護司会 

11 釧路保護司会連合会 

12 釧路更生保護女性会 

13 釧路市民生委員児童委員協議会 

14 釧路市ボランティア連絡協議会 

15 釧路ＢＢＳ会 

16 釧路市ＰＴＡ連合会 

17 釧路市女性団体連絡協議会 

18 国際ソロプチミストＳＩ釧路 

19 国際ソロプチミスト釧路アミティ 

20 北海道薬物乱用防止指導員釧路地区協議会 

21 釧路市障がい者基幹相談支援センター 

22 釧路市男女平等参画センター 

23 釧路商工会議所 

24 釧路市老人クラブ連合会 
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５．ＳＤＧｓ 全項目 

 

 
 


